
（平成２５年２月１４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 7 件

厚生年金関係 7 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 9 件

国民年金関係 7 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認千葉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

千葉厚生年金 事案 4966 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係

る記録を昭和 44 年 12 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を５万

6,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年 11 月 30 日から同年 12 月１日まで 

    私は、昭和 39 年３月にＢ社の関連会社に入社し、平成 18 年１月まで

１日の空白もなく継続して勤務した。申立期間について、厚生年金保険

の被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、Ｃ企業年金基金から提出された加入者台帳及びＤ

健康保険組合の加入証明書から判断すると、申立人は、Ａ社に継続して勤

務し（昭和 44 年 12 月１日にＡ社からＥ社に異動）、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 44 年 10 月のＣ企業年

金基金の記録から、５万 6,000 円とすることが妥当である。 

   一方、Ａ社は、昭和 44 年 11 月 30 日に厚生年金保険の適用事業所では

なくなっているが、これについて全国のＦ（業務）を統括するＧ社は、

「Ａ社が適用事業所ではなくなった同日に在職していた申立人は、その後

の申立期間中も引き続き同社で勤務していた。」と認めていることから、

Ａ社は申立期間中も事業を継続し、厚生年金保険法に定める適用事業所の

要件を満たしていたと考えられる。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は、届出誤りがあったことを認めている上、



                      

  

事業主が昭和 44 年 11 月 30 日付けで、適用事業所ではなくなった旨の届

出を行っていることから、社会保険事務所（当時）は申立人に係る同年

11 月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納

入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合

又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 4967 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係

る記録を昭和 44 年 12 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万

6,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年 11 月 30 日から同年 12 月１日まで 

    私は、昭和 42 年３月にＢ社の関連会社に入社し、44 年 12 月中旬ま

で継続して勤務した。申立期間について、厚生年金保険の被保険者記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、申立人から提出された厚生年金基金連合会の「お

知らせ」のはがき及び企業年金連合会から提出された中脱記録照会（回

答）から判断すると、申立人は、Ａ社に継続して勤務し（昭和 44 年 12 月

１日にＡ社からＣ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、上記中脱記録照会（回答）

及び厚生年金保険被保険者原票の昭和 44 年 10 月の記録から、３万 6,000

円とすることが妥当である。 

   一方、Ａ社は、昭和 44 年 11 月 30 日に厚生年金保険の適用事業所では

なくなっているが、これについて全国のＤ（業務）を統括するＥ社は、

「Ａ社が適用事業所ではなくなった同日に在職していた申立人は、その後

の申立期間中も引き続き同社で勤務していた。」と認めていることから、

Ａ社は申立期間中も事業を継続し、厚生年金保険法に定める適用事業所の

要件を満たしていたと考えられる。 



                      

  

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は、届出誤りがあったことを認めている上、

事業主が昭和 44 年 11 月 30 日付けで、適用事業所ではなくなった旨の届

出を行っていることから、社会保険事務所（当時）は申立人に係る同年

11 月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納

入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合

又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 4968 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格喪失

日に係る記録を平成８年 10 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

56 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年９月 30 日から同年 10 月 1 日まで 

    私は、昭和 46 年８月から平成 13 年５月までＡ社に継続して勤務して

いたが、申立期間のＢ工場から本社への転勤時の厚生年金保険の被保険

者記録が欠落しているので、被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、健康保険組合の記録及びＡ社から提出された平成

８年賃金台帳兼所得税源泉徴収累計簿から判断すると、申立人は、同社に

継続して勤務し（平成８年 10 月１日にＡ社Ｂ工場から同社本社に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

   一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額

及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であるこ

とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとな

る。 

   したがって、申立期間に係る標準報酬月額については、上記賃金台帳兼

所得税源泉徴収累計簿において確認できる平成８年９月の報酬月額から、

56 万円とすることが妥当である。 



                      

  

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主が資格喪失日を平成８年 10 月１日と届け出たにもかか

わらず、社会保険事務所（当時）がこれを同年９月 30 日と誤って記録す

ることは考え難いことから、事業主は同年９月 30 日を厚生年金保険の資

格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年９

月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は

保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人の申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 4969 

 

第１ 委員会の結論 

   総務大臣から平成 23 年８月 23 日付けで行われた申立人の年金記録に係

る苦情のあっせんについては、同日後に新たな事実が判明したことから、

申立期間のうち、４年７月 31 日から５年４月１日までの期間については、

当該あっせんによらず、厚生年金保険法の規定に基づき、申立人のＡ社

（事業所記号番号：Ｂ）における資格喪失日に係る記録を５年４月１日に

訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、28 万円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成４年７月 31 日から５年４月１日まで 

             ② 平成５年４月１日から６年４月 28 日まで 

             ③ 平成６年４月 28 日から同年９月 21 日まで 

    私は、Ａ社に平成２年９月１日から６年９月 21 日まで勤務していた

が、その勤務期間のうち、４年７月 31 日から５年４月１日までの期間

及び６年４月 28 日から同年９月 21 日までの期間の厚生年金保険の加入

記録が無いので調べてほしい。 

    また、平成５年４月から６年３月までの標準報酬月額が 20 万円に減

額されているが、当時の給与支給額に相当する標準報酬月額に訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間①における厚生年金保険被保険者資格に係る記録につ

いては、雇用保険の加入記録及びＡ社（Ｂ）の複数の元従業員から提出さ

れた給与明細書により、申立人が同社に継続して勤務し、申立期間①に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと、及び事業

主は申立期間①に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められ

ることから、既に当委員会において決定したあっせん案の報告に基づき、

平成 23 年８月 23 日付けで総務大臣から年金記録に係る苦情のあっせんが

行われている。 

   しかしながら、オンライン記録によると、申立人のＡ社（Ｂ）における



                      

  

資格喪失日について、平成５年３月 18 日付けで、当初記録されていた４

年 10 月の定時決定が取り消され、遡って同年７月 31 日と記録されている

ことが確認できるところ、当該あっせん後に、同社に係る別の申立てにお

いて、同年７月 31 日に被保険者資格を喪失していることが確認できる複

数の元従業員は、申立期間①当時、同社の経営状況は悪く、給料の遅配や

未払いもあった旨回答しており、当時、同社において保険料の滞納があっ

たことをうかがえることが判明した。 

   また、オンライン記録によると、Ａ社（Ｂ）における資格喪失日につい

て、平成５年３月 18 日付け又は同年３月 19 日付けで、当初記録されてい

た４年 10 月の定時決定又は同年８月、同年 10 月及び同年 11 月の随時改

定が取り消され、遡って同年７月 31 日と記録されている者及び５年３月

19 日付けで、当初４年８月１日と記録されていた資格喪失日が遡って同

年７月 31 日に訂正されている者が、申立人以外に同社の事業主を含め 35

人いることが確認できる。 

   一方、当初のオンライン記録によると、Ａ社（Ｂ）は平成５年３月 31

日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、その翌日の同年４月

１日に再度、適用事業所（事業所記号番号：Ｃ）となっている。しかしな

がら、その前後の同社の代表取締役及び所在地は同一であり、４年７月

31 日に被保険者資格を喪失した申立人を含む従業員のほぼ全員が５年４

月１日に被保険者資格を取得している上、商業登記簿謄本においても解散

等の形跡は無いこと、及び日本年金機構Ｄ事務センターも「適用事業所で

はなくなった日の翌日に同一事業所を新規適用することは通常処理とは言

えない。」旨回答していることを踏まえると、申立期間①において同社は

適用事業所としての要件を満たしていたと判断されることから、社会保険

事務所（当時）において当該適用事業所ではなくなったとする処理を行う

合理的な理由は見当たらない。 

   これらの事情を総合的に判断すると、社会保険事務所において、申立人

について、平成４年７月 31 日に被保険者資格を喪失したとする処理及び

５年３月 31 日にＡ社（Ｂ）が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった

とする処理を行う合理的な理由は見当たらず、当該処理に係る記録は有効

なものとは認められないことから、申立人の同社における資格喪失日を同

社（Ｃ）が再度適用事業所となり、申立人が再度同社において被保険者資

格を取得した同年４月１日に訂正することが必要である。 

   なお、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社（Ｂ）にお

ける平成４年６月のオンライン記録及び上記取消し前の同年 10 月の定時

決定の記録から、28 万円とすることが妥当である。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 4970 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、

申立期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年８月 11 日は

50 万円、同年 12 月 17 日は 53 万円、16 年８月 10 日及び同年 12 月 15 日

は 50 万円、17 年８月 10 日は 48 万円、同年 12 月 20 日は 43 万円に訂正

することが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15 年８月 11 日 

             ② 平成 15 年 12 月 17 日 

             ③ 平成 16 年８月 10 日 

             ④ 平成 16 年 12 月 15 日 

             ⑤ 平成 17 年８月 10 日 

             ⑥ 平成 17 年 12 月 20 日 

    私がＡ社に勤務していた期間のうち、申立期間に支給された賞与から

厚生年金保険料が控除されていたにもかかわらず、年金記録が欠落して

いるので、調査の上、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された銀行口座の「取引推移一覧表」により、申立人は、

申立期間において、Ａ社から賞与の支給を受けていたことが確認できる。 

   また、申立人と同職種の複数の元同僚から提出された申立期間の賞与明

細書によると、いずれも賞与額に見合う厚生年金保険料が控除されている

ことが確認できることから、申立人についても、申立期間において、事業

主により賞与から厚生年金保険料が控除されていたものと推認される。 

   したがって、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、上記「取



                      

  

引推移一覧表」で確認できる賞与振込額及び上記元同僚の賞与明細書によ

り算定した厚生年金保険料控除額から、平成 15 年８月 11 日は 50 万円、

同年 12 月 17 日は 53 万円、16 年８月 10 日及び同年 12 月 15 日は 50 万円、

17 年８月 10 日は 48 万円、同年 12 月 20 日は 43 万円とすることが妥当で

ある。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料を納付する

義務を履行したか否かについては、当該事業所は既に厚生年金保険の適用

事業所ではなくなっており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が賞与支払明細書で確認できる厚生年金保険料の控除額に見合う賞与

額の届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、こ

れを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったと

は認められない。 



 

  

千葉厚生年金 事案 4971 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、

申立期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 16 年 12 月 27 日

は 24 万 9,000 円、17 年７月 28 日は 27 万 3,000 円、同年 12 月 22 日及び

18 年７月 28 日は 26 万 7,000 円、同年 12 月 26 日は 35 万 1,000 円とする

ことが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16 年 12 月 27 日 

             ② 平成 17 年７月 28 日 

             ③ 平成 17 年 12 月 22 日 

             ④ 平成 18 年７月 28 日 

             ⑤ 平成 18 年 12 月 26 日 

    私は、Ａ社Ｂ（部門）に勤務した期間の平成 16 年冬季分、17 年夏季

分、同年冬季分、18 年夏季分及び同年冬季分までの５回分の賞与の記

録が無い。いずれも厚生年金保険料が控除されていたので、調査の上、

厚生年金保険の記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準賞与額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

標準賞与額を決定し、記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が

源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び賞与額のそれぞれに

見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれ

か低い方の額を認定することとなる。 

   したがって、申立人のＡ社における申立期間の標準賞与額については、



 

  

申立人から提出された平成 16 年度冬季及び 18 年度夏季の賞与支払明細書

並びに平成 17 年分及び 18 年分給与所得の源泉徴収票において推認される

厚生年金保険料控除額から、16 年 12 月 27 日は 24 万 9,000 円、17 年７月

28 日は 27 万 3,000 円、同年 12 月 22 日及び 18 年７月 28 日は 26 万 7,000

円、同年 12 月 26 日は 35 万 1,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料を納付する

義務を履行したか否かについては、事業主からは回答を得ることができず、

これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に

対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情

が無いことから、行ったとは認められない。 



 

  

千葉厚生年金 事案 4972 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格喪失

日に係る記録を昭和 55 年２月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

30 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55 年１月 31 日から同年２月１日まで 

    私は、昭和 54 年３月 16 日にＡ社Ｂ工場に入社し、55 年２月１日に

同社Ｃ工場に異動したが、同社Ｂ工場での資格喪失日が相違している。

調査の上、厚生年金保険の被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録並びにＡ社から提出された同僚対象者リスト及び人

事記録から判断すると、申立人は、同社に継続して勤務し（昭和 55 年２

月１日に同社Ｂ工場から同社Ｃ工場に異動）、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給料から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場におけ

る昭和 54 年 12 月のオンライン記録から、30 万円とすることが妥当であ

る。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は、申立てどおりの届出を行っていなかった

としていることから、事業主が社会保険事務所（当時）の記録どおりの資

格の喪失の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係

る昭和 55 年１月の保険料の納入の告知を行っておらず（社会保険事務所

が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した

場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

千葉国民年金 事案 4447（事案 3235、3661、4124 及び 4317 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 12 年４月から 14 年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 12 年４月から 14 年１月まで 

    私は、社会保険事務所（当時）から申立期間の国民年金保険料の納付

を電話で促され、私の母が未納となっていた全ての期間の保険料を納付

したはずであり、申立期間の保険料の納付を認めないとする前回までの

審議結果に納得できないので、再調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人及びその母は、国民年金

保険料を納付したのは１回だけであると申述しているところ、オンライン

記録によると、申立期間直前の平成 10 年 10 月から 12 年３月までの保険

料（合計金額 23 万 9,400 円）を同年８月 25 日に一括して過年度納付した

ことが確認できることから、申立人及びその母の一括納付に関する記憶は、

当該期間に関するものである可能性が考えられること、ⅱ）オンライン記

録によると、申立期間直後の 14 年２月及び同年３月分の保険料を 16 年３

月 22 日に過年度納付していることが確認でき、この時点では、申立期間

の保険料は時効により納付できないこと、ⅲ）申立期間の保険料を納付し

ていたことを示す関連資料及び周辺事情が見当たらないことなどを理由に、

既に当委員会の決定に基づき、23 年２月２日、同年７月６日、24 年２月

29 日及び同年７月 25 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が

行われている。 

   今回、申立人は、前回までの審議結果に納得できないとして再申立てを

行っているが、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる新た

な事情は見当たらず、そのほかに当委員会の当初の決定を変更すべき新た

な事情も見当たらないことから、申立人が申立期間の国民年金保険料を納

付していたものと認めることはできない。 



 

 

千葉国民年金 事案 4448（事案 3361 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 15 年４月から 17 年３月までの期間、同年４月から 18 年

４月までの期間、同年５月から同年６月までの期間、同年７月から 19 年

６月までの期間、同年７月から 20 年６月までの期間及び同年７月から 21

年６月までの期間の国民年金保険料については、全額免除されていたもの

と認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15 年４月から 17 年３月まで 

             ② 平成 17 年４月から 18 年４月まで 

             ③ 平成 18 年５月から同年６月まで 

             ④ 平成 18 年７月から 19 年６月まで 

             ⑤ 平成 19 年７月から 20 年６月まで 

             ⑥ 平成 20 年７月から 21 年６月まで 

    私は、国民年金の加入手続を行い、平成 15 年４月から国民年金保険

料の全額免除の申請手続を行っていた。新たな資料及び情報は無いが、

とにかく申立期間について免除申請をしたので、再度調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①から⑥までに係る申立てについては、ⅰ）申立期間②につい

ては、申立人は平成 18 年３月 14 日に国民年金保険料の若年者納付猶予制

度の申請手続を行っており、その申請を基に若年者納付猶予期間として承

認されていることがオンライン記録により確認できること、ⅱ）申立期間

④については、「保険料免除・納付猶予申請却下通知書発行一覧表」によ

り、申立期間⑥については、オンライン記録により、それぞれ免除申請に

ついて却下されていることが確認できること、ⅲ）申立人は申立期間①か

ら⑥までにおいて、全額免除の申請手続を行っていたと主張しているとこ

ろ、申立期間①、③及び⑤の期間については、申立人が全額免除の申請手

続を行っていたことは確認できない上、複数回にわたって行政側が事務処



 

 

理を誤ったとは考え難いこと、ⅳ）申立人が申立期間①から⑥までの保険

料の全額免除を申請したことを示す関連資料（保険料免除申請書控等）は

無く、ほかに申立期間①から⑥までの保険料が免除されていたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらないことなどを理由に、既に当委員会の決定

に基づき、23 年３月 25 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知

が行われている。 

   今回、申立人は、前回の審議結果に納得できないとして再申立てを行っ

ているが、新たな資料や情報は提出されず、そのほかに当委員会の当初の

決定を変更すべき新たな事情も見当たらないことから、申立人が申立期間

①から⑥までの国民年金保険料を全額免除されていたものと認めることは

できない。 



 

 

千葉国民年金 事案 4449 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年４月から 52 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年４月から 52 年 12 月まで 

    私は、Ａ（職種）として勤務をしていた折、将来に不安を感じたため、

昭和 55 年１月 31 日にＢ社会保険事務所（当時）に電話したところ、申

立期間の国民年金保険料約 30 万円分を一括納付することが可能である

旨の返答を受けたことから、その日のうちに自宅近くの郵便局又はＣ信

用金庫（現在は、Ｄ信用金庫）Ｅ支店の窓口で約 30 万円を引き出し、

Ｂ社会保険事務所に出向き、係の男性に申立期間の保険料を一括納付し

たはずであり、未納と記録されているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「昭和 55 年１月 31 日に、Ｂ社会保険事務所で申立期間の国

民年金保険料を一括納付した。」と主張しているところ、申立人の国民年

金手帳記号番号は、前後の任意加入者の資格取得日から、55 年１月下旬

頃に払い出されたものと推認され、当該払出しの時点において、申立期間

の大部分である 52 年９月以前の保険料は、時効により納付できず、申立

期間の保険料をまとめて納付するには、53 年７月１日から 55 年６月 30

日まで実施された第３回特例納付制度によらなければ納付できない。 

   しかし、ⅰ）申立人が所持する領収証書によると、申立期間直後の昭和

53 年１月から 54 年３月までの保険料３万 9,360 円を 55 年２月 16 日にＣ

信用金庫Ｅ支店で一括して過年度納付していることが確認できること、

ⅱ）申立人は、「特別な制度（特例納付制度）の説明を受けて、申立期間

の保険料を納付した記憶は無い。」と供述していること、ⅲ）Ｆ区の年度

別納付状況リストにおいて申立期間の保険料は未納と記録され、当該リス

トに不自然さはうかがえないことなどを踏まえると、申立人が特例納付に

より申立期間の保険料を納付したとは考え難い。 

   また、申立人は、申立期間の保険料納付額及びその納付年月日を具体的



 

 

に供述しているが、供述が変遷しており、申立人の記憶も明確ではないこ

とから、国民年金の加入手続及び保険料納付の状況が不明である。 

   さらに、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が

払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人が申

立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 



 

 

千葉国民年金 事案 4450 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成９年 10 月から 10 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年 10 月から 10 年３月まで 

    私が大学を卒業した年の平成 10 年７月頃に、私の母がＡ市役所の窓

口で私の国民年金の加入手続を行い、申立期間を含む過去の未納分の国

民年金保険料は、母が金融機関で一括納付しているはずであり、後に法

定免除期間と認められ前後の期間の保険料が還付されているのに、申立

期間の保険料が還付されていないのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入手続及び申立期間の国民年金保険料納付に直

接関与しておらず、保険料を納付したとする申立人の母は、「申立期間前

後を含む 13 か月分の保険料は一括で納付した。」と主張しているところ、

申立期間を含む前後 13 か月の期間が法定免除期間として処理される前の

オンライン記録によると、当該期間の保険料の収納年月日は、平成９年７

月の保険料については 10 年７月 16 日、９年８月及び同年９月の保険料は

10 年９月 10 日、同年４月から同年６月までの保険料については同年６月

29 日、同年７月の保険料については同年７月 22 日となっており、一括で

納付したとする申立人の母の主張と異なる記録となっている。 

   また、申立期間は、平成９年１月の基礎年金番号制度導入後の期間であ

り、年金記録管理業務のオンライン化、電算による納付書の作成、領収済

通知書の光学式文字読取機による入力等、事務処理の機械化が進んでおり、

記録漏れや記録誤り等が生じる可能性は少ないものと考えられる。 

   さらに、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

 

千葉国民年金 事案 4451 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58 年５月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年５月から 61 年３月まで 

    私が大学を卒業後、Ａ区役所から国民年金の加入通知が送られてきた

ので、私の母が国民年金の加入手続を行った。その後、私が大学生であ

った申立期間について、国民年金保険料が未納になっているとして保険

料納付書が送られてきたので、母がＡ区役所Ｂ事務所で３、４回に分け

て保険料を納付したにもかかわらず、未納とされており、納得できない

ので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する年金手帳には、初めて国民年金の被保険者となった日

が昭和 61 年４月１日と記載されていることから、申立期間は国民年金に

未加入の期間であり、制度上、国民年金保険料を納付することができない。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の第３号被保険者の該当

処理日から、昭和 63 年５月頃に払い出されたものと推認でき、この時点

において、申立期間の保険料は時効により納付することができない。 

   さらに、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が

払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   加えて、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

 

千葉国民年金 事案 4452 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年４月から同年６月までの期間、同年８月から同年９月

までの期間及び同年 12 月から５年３月までの期間の国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成３年４月から同年６月まで 

             ② 平成３年８月から同年９月まで 

             ③ 平成３年 12 月から５年３月まで 

    私は、大学生であった平成３年に、国民年金保険料の納付書が送付さ

れてきたので、母とＡ市Ｂ区役所に行き、大学生でも保険料を納付し

なければならないと説明を受け、数か月分の保険料をまとめて納付し

た。その後も母と同区役所へ行き、数か月分ずつ保険料を納付した記

憶がある。５年になり、初めて学生免除の説明を受け免除の申請手続

を行った。申立期間①、②及び③の保険料は納付したはずであり、未

納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成３年に、国民年金保険料の納付書が送付されてきたので、

数か月分の保険料をまとめて納付し、その後も数か月分ずつ保険料を納付

していたと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金

手帳記号番号払出簿により、４年 11 月 20 日に社会保険事務所（当時）か

らＡ市Ｂ区に払い出された手帳記号番号の一つであることが確認でき、申

立人の手帳記号番号の前後の被保険者の資格記録等から、申立人の国民年

金の加入手続は５年７月頃に行われたものと推認されることから、加入手

続が行われるまで、申立期間①、②及び③は国民年金に未加入の期間であ

り、申立期間①、②及び③当時に保険料を納付することはできなかったも

のと考えられる。 

   また、申立人の加入手続が行われたと推認される平成５年７月を基準に



 

 

すると、申立期間①のうち３年４月及び同年５月の保険料は時効により納

付することができない上、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年

金手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の

手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立人は、申立期間①、②及び③の保険料はＡ市Ｂ区役所で納

付したと主張しているところ、平成４年４月にＡ市が政令指定都市になる

以前、現在の同市Ｂ区役所の所在地にはＣ市民センターが所在していたこ

とが確認できることから、申立人の主張する納付場所は同市民センターと

考えられる。また、上記加入手続の時点において、申立期間①のうち３年

６月、申立期間②及び③の保険料は過年度保険料となるが、同市Ｂ区役所

は、「Ｃ市民センターは平成４年３月まで開設されており、国民年金保険

料については、庁舎内の金融機関において現年度保険料のみ収納してい

た。」と回答していることから、同市民センター庁舎内では過年度保険料

の収納は行われておらず、申立人が当該期間の保険料を過年度納付してい

たと推認することはできない。 

   加えて、申立人が申立期間①、②及び③の保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①、②及

び③の保険料を納付していたことを示す周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付してい

たものと認めることはできない。 



 

 

千葉国民年金 事案 4453 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44 年 10 月から 50 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年 10 月から 50 年３月まで 

    年金記録では、昭和 44 年 10 月から 50 年３月までの国民年金保険料

が未納とされている。申立期間当時、私と兄は両親の下で一緒に仕事を

しており、昭和 44 年＊月に両親が国民年金の加入手続を行い、兄と同

様に申立期間に係る私の保険料も継続して納付していたはずである。ま

た、両親も保険料の未納は無いはずなのに、私だけ申立期間の保険料が

未納とされていることは納得できない。調査の上、納付記録を訂正して

ほしい。 

    なお、私の兄は国民年金手帳を２冊持っており、２冊目の国民年金手

帳の記号番号欄には加入時に付番された手帳記号番号と異なる手帳記号

番号が記載され、訂正されていることが確認できるので、訂正前の手帳

記号番号は、昭和 44 年＊月に付番された私の手帳記号番号ではないか

調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿により、

昭和 50 年 10 月 28 日に社会保険事務所（当時）からＡ郡Ｂ町（現在は、

Ｃ郡Ｄ町）に払い出された手帳記号番号の一つであることが確認でき、申

立人の手帳記号番号の前後の任意加入者の資格取得日から、申立人の国民

年金の加入手続は同年 12 月頃に行われ、その際、44 年＊月に遡って国民

年金の被保険者資格を取得したものと推認されることから、50 年 12 月を

基準にすると、申立期間のうち 48 年９月以前の国民年金保険料は時効に

より納付することができない。 

   また、上記の加入手続が行われたと推認される時点において、申立期間



 

 

のうち昭和 48 年 10 月以降の保険料は過年度納付が可能であるが、申立人

は申立期間に係る保険料納付に直接関与しておらず、関与したとする申立

人の両親は既に亡くなっており、申立期間に係る保険料納付の具体的な状

況は不明であることから、当該期間の保険料を過年度納付していたと推認

することはできない。 

   さらに、申立人のＡ郡Ｂ町における国民年金被保険者名簿において、申

立期間は未納となっており、オンライン記録と一致している上、オンライ

ンシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出簿検索システム

による縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことを

うかがわせる事情は見当たらない。 

   加えて、申立人は、申立人の兄の国民年金手帳に記載された訂正前の手

帳記号番号は、昭和 44 年＊月に付番された申立人の手帳記号番号ではな

いかと述べているところ、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年

金手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人の兄に

別の手帳記号番号が払い出されたことは確認できない上、申立人の兄の国

民年金手帳に記載された訂正前の手帳記号番号は、オンライン記録におい

て、別の被保険者に付番されていることが確認できること、及び被保険者

名簿から、当該被保険者は昭和 43 年３月 30 日から保険料の納付を開始し

ていることが確認できることから、申立人の兄の国民年金手帳に記載され

た訂正前の手帳記号番号は、申立人に付番された手帳記号番号でないこと

は明らかである。 

   このほか、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 4973（事案 4061 及び 4632 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54 年 12 月１日から 55 年 10 月１日まで 

    私は、これまで二回の申立てにおいて、年金記録確認千葉地方第三者

委員会から「訂正不要」との決定を受けたが、Ａ社からＢ社（現在は、

Ｃ社）に転籍した際、給料は 32 万円の約束だった。 

    申立期間の標準報酬月額を 32 万円に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る標準報酬月額の相違について申し立てている

が、ⅰ）Ｃ社は、「申立期間当時の標準報酬月額の算定に係る資料は保持

していない。」と回答していること、ⅱ）申立期間当時、Ｂ社従業員の社

会保険事務を担当していた親会社のＡ社Ｄ課員及びＢ社の元同僚は、いず

れも、「申立人の申立期間に係る給与額は覚えていない。」と供述してい

ること、ⅲ）Ａ社から提出された労働者名簿には、申立期間において、

「54．７．１基本給 280,000 円」、「55．７．１基本給 360,000 円」との

記載があり、申立期間のオンライン記録と符合する上、その後のＢ社の標

準報酬月額についても、おおむね上記労働者名簿の基本給と一致すること、

ⅳ）Ａ社元役員から供述を得ることはできないこと、ⅴ）文書による口頭

意見陳述においても、申立人の主張を裏付ける新たな事情は認められず、

申立期間において、申立人が主張する標準報酬月額に基づく保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことなどを理由

として、既に当委員会の決定に基づき、平成 23 年 10 月 12 日付け及び 24

年６月 13 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われてい

る。 



                      

  

   今回の申立てにおいて、申立人は、「転籍した際、給料は 32 万円から

28 万円に減額され、実際には減額された給料を受け取っていた。しかし、

給料は、32 万円の約束だったので、国に届けられた標準報酬月額が 28 万

円であることに納得できない。」と主張している。 

   しかし、今回の申立人の主張は、当委員会のこれまでの二回の審議にお

いて確認されている申立人の標準報酬月額が 28 万円であることと一致し

ている上、申立人の主張する標準報酬月額に基づく保険料を事業主により

給与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

   さらに、審議の結果に基づき、口頭意見陳述を実施したが、新たな資料

の提出は無く、申立人が主張する標準報酬月額に基づく保険料を給与から

控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

ほかに当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらないこと

から、申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 4974（事案 4633 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54 年４月５日から同年 12 月１日まで 

    私は、昭和 54 年４月にＡ社から同社子会社として設立されたＢ社

（現在は、Ｃ社）にＤ（役職）として転籍した。申立期間当時、Ｂ社の

従業員の社会保険事務は、親会社のＡ社Ｅ課が行っていたところ、担当

者の手続ミスで、Ｂ社における厚生年金保険被保険者の資格取得日が同

年 12 月１日になった。当時は承知していたが、勤務実態に合わせて、

資格取得日を同年４月５日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「当時の事務担当者の手続ミスで、Ｂ社における資格取得日

が昭和 54 年 12 月１日になったことに納得できない。」と申し立てている

が、ⅰ）当該事業所の労働者名簿及び雇用保険の加入記録から、申立人が

申立期間に当該事業所に勤務していたことが確認できるものの、オンライ

ン記録によると、当該事業所は同年 12 月 1 日に厚生年金保険の適用事業

所となっており、申立期間は適用事業所になる前の期間であることが確認

できること、ⅱ）申立人及び元同僚は、「当該事業所は、申立期間当時の

従業員は２名だった。」と供述していることから、申立期間当時、厚生年

金保険の強制適用事業所となる要件である５名以上の従業員を使用する法

人に該当しない上、当該事業所の新規適用時において資格取得した被保険

者は、申立人のほか１名のみで、この元同僚は既に死亡していることから、

申立期間当時の厚生年金保険料の控除について確認することができないこ

と、ⅲ）当該事業所の設立時の事情を知る親会社の元事業主は、既に死亡

しており、ほかの元役員からは具体的な供述が得られないことから、同社

が厚生年金保険の適用事業所になった具体的経緯等の供述を得ることがで



                      

  

きないこと、ⅳ）厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関

する法律（以下「特例法」という。）に基づき、記録訂正及び保険給付が

行われるのは、申立人が事業主により給与から厚生年金保険料を控除され

ていたことが認められることが必要であること、ⅴ）文書による口頭意見

陳述において、「親会社の事務担当者の社会保険手続に係る知識の欠除に

よる誤処理。」を主張するが、年金記録確認第三者委員会は、厚生年金保

険法による記録訂正のあっせんについては、申立期間における被保険者資

格の届出又は保険料の納付の有無に係る事実認定に基づいて記録の訂正の

要否を判断するものであり、これと離れて当該事業所が行った資格取得の

届出手続遅延又は届出手続漏れ自体の違法性の有無を判断するものではな

いことなどを理由として、既に当委員会の決定に基づき、平成 24 年６月

13 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   今回の申立てにおいて、申立人は、「申立期間の保険料は給与から控除

されていなかった。しかし、事務担当者の誤処理であり、私は納得できな

い。」と主張している。 

   しかし、申立人は、「申立期間の保険料は給与から控除されていなかっ

た。」と供述している上、申立人の申立期間における保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   さらに、審議の結果に基づき、口頭意見陳述を実施したが、新たな資料

の提出は無く、申立人の給与から保険料を控除されていたことを確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらず、前述の通知のとおり、特例法によ

る記録訂正及び保険給付が行われる対象に当たらないことから、あっせん

は行わない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

ほかに当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらないこと

から、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


